


































































阪南論集　社会科学編 Vol. 45 No. 3
Ⅱ．日本経済の外需依存構造の特質
日本経済の 2002 年から 2007 年にかけての景
気回復過程を主導したのは輸出（02 年を 100































法人の売上高が 47 兆円に達し輸出総額（44 兆
円）を初めて超えるに至り，逆輸入比率はそ
の後 16% の水準で高止まりしている。さらに













































































































































生 産 力 の 特 徴 技能・熟練の高度化 技術（機械体系）の進歩
競 争 力 の 源 泉 地域生活文化と感性の独創性 科学技術・知性の高度化
中心的な企業類型 地域密着型中小企業 大企業・ベンチャー企業








































































企 業 立 地 戦 略 技術集積メリット活用による地域密着 コストダウン追求による渡り鳥型立地
経 営 戦 略 質産質販・使い尽くし型の適正価格販売 量産量販・早期買換え型の低価格販売
労 働・ 生 産 原 理 個性・独創性・技能の重視 規格化・標準化・マニュアル化・自動化
自然環境への影響 資源の有効活用・自然との共生 ムダの制度化・資源の浪費・自然破壊





























































































































カロリー自給率は 40%，穀物自給率は 30% 以
下となっている。そして食料純輸入額（輸入マ

























年時点で 30 歳代の農業従事者は 14% で全国平
均の 3% を大きく上回り，後継者問題は深刻化
していない。また川上村の 07 年の合計特殊出











































態を見ると 2008 年実績では 2,095 億円の木製
家具輸入総額の 49% は中国製であり，アジア



















造出荷額はピーク時の 90 年代初頭の 13 兆円か
ら，中国を中心とした途上国への生産移管に伴
い，2005 年には 4.6 兆円へと約三分の一強まで
激減した。その結果，繊維製品の輸入浸透率（国
内消費に占める輸入の割合）は 90 年の 34% 強




























































































































































































































































































































































































工業でなければならない。また Made in Japan
に基づく文化型の内需産業の展開は過剰生産能
力化している中小機械金属工業に対しても，特
注品タイプないしは小ロットの機械器具類の市
場を生み出し，地域経済・中小企業の自律的発
展の可能性が切り開かれよう。
換言すれば，持続可能で国民生活向上に寄与
する内需主導型経済への構造転換は国づくり・
地域づくりの在り方を抜きにしては考えられな
い。政府・財界が推し進める自治体合併や道州
制は多国籍企業本位の道筋である。他方，地域
に根差した企業・営業づくりを目指している自
主的・民主的な経営者・業者団体である中小企
業家同友会と民商・全商連は，ともに新しい日
本における中小企業・自営業の役割と課題を実
現するため EU の小企業憲章をモデルにした中
小企業憲章と，地域の資源・文化・自然を生か
した内発的発展を目指すために自治体レベルで
の中小企業振興基本条例の制定運動に積極的に
取り組んでいる 。
外需と内需のバランスの取れた自律的経済構
造への転換は，地域を単位とした内発的産業革
新の地道な積み上げとそれを支援する経済政策
の確立にあり，そのための国民的合意の獲得が
焦眉の課題である。
グローバル時代の地域振興と中小企業
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